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総論： 2018 年の中東地域 














モは、2008 年頃から抗議運動の主流になったソーシャルメディア（イランでは Telegram が主
流）を活用しての動員が背景にあるとはいえトランプ大統領自身が当初からデモへの支持をツ
イッターで表明するなど自然発生的とは言い難い点が少なからずあった。その後トランプ政権
は 3 月 13 日にティラーソン国務長官を解任して対イラン強硬派のマイク･ポンペオ元 CIA 長
官を後任に据え、さらに 4月 9 日にはブッシュ政権期のイラク戦争開戦時に国連大使であった
ジョン･ボルトンを大統領補佐官に任ずるに及び 1、同政権の対イラン政策のその後の過激化は
決定的なものとなった。 
 事実トランプ政権は 5 月 8 日にはイラン核合意（JCPOA）からの離脱を表明、その直後の
12 日（イスラエル建国 70 年の記念日）には米大使館のエルサレム移転を発表してその志向す
る中東政策のタカ派的な性格を明確にした。イランではボルトン補佐官の任命をきっかけに通
貨リヤルが暴落し、その後も 6 月 21 日以降のトランプ政権のイラン産原油禁輸措置によりリ
ヤル価はさらに急落、テヘランのバーザールでの抗議デモや一部閉鎖も伝えられた。 
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を打ち出してきた。だが 2017 年 11月の反汚職委員会による王族や閣僚経験者などを含む 381
人の一斉逮捕はムハンマド皇太子に批判的な対抗勢力の封じ込めが目的であったとされ、また
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 他方でイスラエルに目を転じると、独・仏・英をはじめとする EU 主要各国が米トランプ政
権の対イラン政策をはじめとする中東政策と距離を取っている中で、これまでイスラエルのネ
タニエフ首相はトランプ大統領に同調してイラン脅威論の急先鋒を演じてきた。だが 2018 年
2 月にイスラエル検察が汚職疑惑での起訴を発表したことで 13 年間にわたった長期政権も




2016 年の Brexit 国民投票や米国大統領選挙以来、各国の国政選挙におけるネット上の介入が
常態化しているが、イスラエルの総選挙もその例に漏れないと言えるのかもしれない。 
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ていることを物語っている。トランプ大統領が政権を去る 2年後ないし 6 年後には、米国を含
む西側諸国は嘗て「中東」と呼ばれたこの地域の全く変貌した姿に直面することになるのかも
知れない。 
（2019 年 3月 18日脱稿） 
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